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一、はじめに
　日本の現代中国研究は不思議である。根拠の乏しい中国崩壊論や中国脅
威論、領海を侵犯する度に堂々巡りを繰り返す言動は、なぜ止むことを知
らないのだろう。そして、それにもかかわらず、世論を正常化させるとい
う貢献を現代中国研究がなぜできないのだろう。この二つのなぜもまた
堂々巡りしているのだが、これは最早活火山が噴火までに地中にエネル
ギーを蓄えるそれと同じである。
　日本と中国はお互いにストレスを溜めるばかりで発散できない状態にあ
る。ストレスは発散するに限るものだが、日本人として日本を観察すると、
日本の現代中国研究も、そして日本社会もストレスを溜めることを好んで
いるかに見える。そこで、日本の現代中国法研究に対して次の仮説を示し
てみようと思う。
　このようにストレスを互いに蓄積し合う関係を解消しない、すなわち終
止符を打たない現在の日本の現代中国法研究は、上で述べたような双方が
ストレスを溜めることを好む関係にあるからこそ、成り立っている。いわ
ば対中感情を一定に（悪くなる方向で）維持することが生命線だという仮
説である。それゆえに中国脅威論をはじめとしたチャイナリスクの言動は
根強いし、この関係を解消しない日本の現代中国法研究の態度も合理的と
言える。日本の現代中国法研究がストレスを溜める環境を支えるこの関係
を解消する必要はまったくないのだ。
　確かに、進歩するために適度のストレスが必要になることは一般に知ら
れているところである。とはいえ、同じ水準のストレスを蓄積し合うこと
とは意味が違うように思われる。同じ水準のストレスを蓄積する環境の下
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では研究の進歩を見込めないだけでなく、研究は停滞する。同時に、日本
の現代中国法研究が（ゆっくりではあるが）進歩しているかに見えるのは、
現代中国法を正視すること、あるいは正しく見るというアプローチに則っ
た知的成果が点在しているからである。学問の重みを知る一部の人々が今
日に至るまで「複眼（的）思考」が重要であると説き続けていることもあ
ながち誤りではない。しかし、それだけでは足りない。この両面において
日本の現代中国法研究は中途半端な状態に座している。
　理想の状態は一度解消したら不可逆的な性質をもつストレスを適度に抱
える程度の環境であり、理想の関係はこのような変態的なストレスを互い
に蓄積し合う関係である。本稿の目的は、端的に言えばこの中途半端な状
態からの脱却である。脱却するために、なぜ学問の重みを知る一部の人々
が今日に至るまで「複眼（的）思考」が重要であると指摘して現代中国法
を正視することを説き続けているにもかかわらず、非常に一面的で異論を
寄せ付けない独裁色の濃い状態が色褪せないのかを明らかにし、脱却する
ための原型を本稿で示してみたいと思う。そこでは、「中国的権利論」1に
照らして見る限り現代中国における現象や人々の行動を強く統制している
現代中国法を正視することが重要である。
　ちなみに、このような日本の現代中国法研究の将来を予測してか、ある
中国人研究者が日本の現代中国法研究を「無菌状態の培養室（の研究：筆
者追補）」と表現したことがある。いわば、これが正しい理解であるとし
て確立した現代中国法像という唯一の菌を純粋培養し、この唯一の菌を攻
撃する雑菌類について一顧だにせず、容赦なく滅菌する状態だということ
であろう。この無菌状態の培養室で「研究」という名の思索にふける現在
の状態のままであり続けることは、日本の外国法研究の一端を担う領域と
して適切でないのではないか。このように考えると、おそらく本稿が「2014
年香港現象」2をめぐる論考を題材に論じていくことは、無慈悲で冷酷な
異論ないし提言を導くことになるだろう。
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二、複眼（的）思考と2014年香港現象
　そもそも複眼（的）思考とは何か。平たく言えば、決まり文句の発想に
流されることなく、その事態を自分自身とのかかわりの中で捉え直す複数
の視点をもち、そこから自分なりに考えることである。例えば「知的複眼
思考法」3が述べるところによれば、複眼（的）思考においては批判的な
読書、作文および問いの立て方と展開の仕方が重要であるという。要点は
次の三つである。まず①書き手の言い分をそのまま何となく納得する受け
身の姿勢ではなく、物事に疑問を感じたら少し立ち止まって考えること。
次に②自明であると思われる議論の前提を自分の意見に対する様々な立場
からの反論を加えて再構築すること。そして③「実態を問う」問いと「な
ぜを問う」問いのうちで、後者の問いへの回答を試みることで前者の問い
への回答を深めていくことである。これらが複眼（的）思考の基本となる。
　あえて複眼（的）思考を確認したのは、これが合理的な正解を導く方法
論として有効であると私も考えるからである。複眼（的）思考は相対主義
的な正解を求めることができる。但し、これのみを用いるのは袋小路に陥
り窮屈になる。そこで私は、複眼（的）思考という方法論を用いるだけで
なく、上で述べた唯一の菌のような普遍主義的な正解を精練する方法論も
有効だと考えている。要するに、必要なことは無菌状態でない培養室に自
らを置く併用方法の確立である。抽象的に示しておくとすれば、いわば価
値相対主義と価値普遍主義が相補する状態に引き戻すということ。言い換
えれば、この論考において価値普遍主義的でしかない状態から脱却するた
めの原型を2014年香港現象の分析を通じて示そうと思う。
　2014年香港現象は「香港反政府デモ」「雨傘革命」「オキュパイ・セン
トラル Occupy Central」とも呼ばれる。ちなみに、2014年香港現象を香港
普通選挙要求運動と評価するものも存在する。これらの呼称が香港普通選
挙要求運動と違う点は次の二つである。第1に、これらの呼称は主にマス
コミをはじめとして広く流布している一方で、香港普通選挙要求運動とい
う呼称はごく僅かしか見られない。第2に、これらの呼称は中華人民共和
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国中央政府ないし中国共産党による現行の統治に対する否定的な意図を含
んでいる。逆に、香港普通選挙要求運動という呼称は現行の統治に対する
肯定的な意図を含んでいると言える。
　複眼（的）思考のプロセス①に照らしてこれらの呼称を用いる書き手の
意図を読み解いてみよう。そうすると、2014年香港現象において、同年
10月に香港・金鐘（Admiralty）に集まった大衆が街を占拠する様子を写
真や映像で見れば、おそらく日本人の誰もが1989年に北京の天安門広場
で発生した事件4を想起するのではないか。また、2014年香港現象の主体
であった「広義の中産階級と高学歴の青年ら」5が訴えた国際基準に基づ
く普通選挙の実施要求の声を聞けば、日本社会とは異なる香港社会（そし
て現代中国の異質さ）を感じるのでないか。
　第二次天安門事件は刀がペンに勝ったように武力によって集まった人々
を離散させた、いわば自由に対する抑圧という印象を受ける。また、普通
選挙の実施は日本人にとっては当たり前のことであるため、当たり前のこ
とが当たり前でないという衝撃が「香港反政府デモ」などの呼称には含め
られていると言える。つまり、「香港普通選挙要求運動」以外の呼称を用
いる書き手は、2014年香港現象について（香港普通選挙要求運動と呼ぶ
以上に）香港の大衆が行なった自由（法的には「表現の自由」）の行使だ
と評価する意図があるのである。そして、これらの呼称に込められた意図
とそのレールの上で、私たち日本人は現在も思索にふけっているのではな
いか6。
　したがって、本稿では徹底して2014年香港現象として呼ぶことにする。
これが相対主義的な正解を求めやすくすると思われるからである。では、
項をかえて、あらためて2014年香港現象の「なぜを問う」問いから「実
態を問う」問いについて論じておくことにしよう。これは複眼（的）思考
のプロセス③にあたるところである。
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三、2014年香港現象の考察
　2014年香港現象とは、同年8月31日に全国人民代表大会常務委員会が、
2017年に予定する香港特別行政区行政長官選挙における長官の選出方法
について「候補者は指名委員会の過半数の支持が必要である」との条件を
付けた「8月決定」7を採択したことを直接のきっかけとしたもので、この
8月決定によって香港の民主が後退することを懸念する人々の反発が惹起
した示威の自由を含む「表現の自由」の行使である。
　マスコミなどの報道に基づけば、まず学生らが授業をボイコットする形
で反対する意思を示したとされる。そしてその後に、学生らと意見を同じ
くする市民が集結し、3カ月弱に及ぶ道路占拠へと至る。この道路占拠と
いう人々の行動が「第三の天安門事件」になるのではないかと国際社会の
注目を浴びるところとなったのである。ちなみに、この決定を受けて香港
政府（行政機関）が香港立法会（立法機関）へ提出した選挙改革案は
2015年6月18日に否決された。また、この選挙改革案の提出に先立って次
期行政長官選挙を2017年3月26日に実施すると告示していたため、香港立
法会が否決したことによって、次期行政長官選挙は従来の選挙制度の下で
実施することが確定している。
　さて、この2014年香港現象についてである。この決定に反対する人々
の思想的背景に「当初の予定通りに1人1票の普通選挙の導入を求める」
声があったとされる。例えば倉田（2015）8によれば、返還前のイギリス
統治の構造を見る限りでは自由とは言い難い植民地統治システムがあり、
香港の民主化を阻むものは香港内部の既得権益層とイギリス本国の意向
だった。しかし、そのイギリスが返還直前に民主化を始め、この民主化の
バトンが「中国政府に引き継がれて、普通選挙という最終目標まで進むこ
とがきまった」のだそうである。このような思想的背景に照らせば、8月
決定に反対する人々が、2017年の香港特別行政区行政長官選挙はバトン
を受け取った中国政府が香港の民主化を推進して普通選挙の導入を実現し
なければならないと要求することも至極当然のように思われる。
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　上で述べた「民主化のバトン」の解釈がポイントである。このバトンの
象徴は1984年12月19日にイギリス政府と中国政府が署名した「中英共同
声明」9である。中英共同声明において、香港特別行政区が香港人によっ
て構成され、その行政長官が香港現地で「選挙又は協議」によって選出さ
れた後に中央人民政府すなわち中華人民共和国中央政府が任命すると言明
した。また、この声明の後1990年4月4日に公布された香港特別行政区基
本法の第一付属文書である「香港特別行政区行政長官の選出方法（香港特
別行政区行政長官的産生弁法）」（以下、第一付属文書とする）においても
行政長官の選出は「選挙か協議で」行うと規定する。これらの文言上は選
挙としか規定していない。そこには確かに1人1票の普通選挙も含まれる
が、一定の制限を設けた選挙を排除するものではないとも解釈できる。
　ではそもそも普通選挙とは何であろうか。法的に言えば、普通選挙とは
財産や納税額などの多少によって制限されることなく、原則としてすべて
の成年者に選挙権を与える選挙のことである。それゆえに、「1人1票の普
通選挙」がこの理想形であることを示しているとは言えるけれども、1人
1票でなければ絶対にならないというわけでもない。最大公約数的に言え
ば、すべての成年者に選挙権を与えているか否かが、普通選挙であるか否
かを決することになる。
　8月決定以前の香港特別行政区行政長官選挙制度すなわち現行の行政長
官選挙に照らせば、次の手順で行政長官が選出される。まず、⑴選挙委員
会の構成員10の8分の1以上の推薦を得た人物が候補者として選出される。
次に、⑵この段階では選挙委員会の8分の1の推薦を獲得しさえすればよ
いので候補者数に制約があるわけではない。そして、⑶出揃った候補者に
対して選挙委員のみが投票し、その過半数の支持を得た候補者が次期行政
長官に選出される。この手順にある選挙委員会の構成員は各級の議員や職
能団体、社会団体から選出されることになっている。それゆえに、この手
順を見る限り、現行の選挙制度は普通選挙でないと言える。
　その一方で、8月決定が示した香港特別行政区行政長官選挙制度案すな
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わち選挙改革案は次のとおりである。まず、（1´）指名委員会の過半数の
支持を得た人物を候補者として選出する。次に、（2´）この段階で2人程
度に候補者が制約される。そして、（3´）選挙委員でなく18歳以上の香
港市民が投票し、その過半数の支持を得た候補者を次期行政長官に選出す
る。選挙改革案にある指名委員会の構成員は香港の各界の代表などから選
出されることになっているため、いわゆる親中派が多数を占めることが確
実であると批判されている。が、この手順を見る限り、選挙改革案は18
歳以上の香港市民に投票権を与えるものであった点で、すべての成年者に
選挙権を与えるという条件をクリアしていると言わざるを得ない。
　そうすると、8月決定に反対し憂慮する人々の表現の自由を可能な限り
斟酌するとすれば、それは（1´）（2´）の選出過程で親中派の候補者に
限定されること、そして、信任したくない候補者に対する投票権の行使を
強制されることは不自由であるという主張だったと言えるが、これを1人
1票の普通選挙の導入を空文化するもの、あるいは後退させるものという
決定だったと言うのは少々無理があるのではなかろうか。むしろ空文にす
ぎないがバトンを受け取ったという流れを引き継いだ格好を示せるギリギ
リの妥協点（それは日本人からすると恐ろしく低い妥協点だが）を示した
と理解できる術が示されていないことに一抹の危機感を覚える。性急な変
革が社会不安を助長させ混乱を招いた失敗11を幾度も経験している中華人
民共和国中央政府ないし中国共産党からすれば、8月決定は現時点の最大
限の譲歩だったと思われるからである。
　以上から明らかなように、現行の選挙制度と選挙改革案とのいずれが普
通選挙であるかは一目瞭然である。少なくとも8月決定を1人1票の普通選
挙の導入へと進む流れを後退させるものだという主張は、性急すぎる。イ
ギリス政府からバトンを受け取った中国政府がゴールの直前に居るのか、
まだ道半ばなのかについては将来になってから回顧しなければ分かりよう
がない。しかし、少なくとも走っているように見える選挙改革案だったか
もしれないと評価する声を抹殺することは間違っている。
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　このように「実態を問う」問いについて論じてきて分かることは、8月
決定を否定し且つ2014年香港現象を表現の自由の行使として評価する言
動が、イギリス政府からバトンを受け取ったという流れを堰き止めるだけ
でなく、逆流を促す大きな転換点を埋め込んだことをスルーしていること
である。このスルーは「自由（freedom）」に対する敬意の払い方に起因し
ている。それでは、項をかえて、「表現の自由」という自明であると思わ
れる議論の前提を中国のそれと日本のそれから比較して再構築しておくこ
とにしよう。これは、複眼（的）思考のプロセス②にあたるところである。
四、「示威の自由」の日中比較
　2014年香港現象が示した表現の自由は、日本法および現代中国法のい
ずれに照らしても「示威の自由」の行使として理解できる。後に述べるよ
うに「香港法」に照らしても同様に理解される。日本法において「示威の
自由」は現行憲法21条が規定する「集会、結社及び言論、出版その他一
切の表現の自由」に含まれており、表現の自由の一部を構成する。また、
表現の自由は、現行憲法が規定する基本的人権の中核に位置付けられる人
権であって、そもそも人権は人間が人間であることから当然に有する固有
性をもち、原則として公権力によって侵されない不可侵性をもち、かつ、
性別、人種、身分などに関係なく広く保障されるという普遍性をもつと一
般に説かれている。そうすると、2014年香港現象は正にこの人権を弾圧
したものという論理的帰結が導かれることになる。そして、人権弾圧とい
う点について中華人民共和国中央政府には多くの前科がある。すでに述べ
た第二次天安門事件もその一例である。2014年香港現象では、警官が大
衆へ向けて催涙弾を用いたり、武装警察を投入してバリケードを強制撤去
させたりした。この意味で2014年香港現象には人権に対する弾圧という
一面がある。
　しかしながら、この思考には、人権を行使する側の人々の人権保障のみ
常に優先されるべきなのかという視点が欠落している。実際には人権を行
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使しないあるいは主張しない人々も存在している。上に述べた視点が欠落
しているために、行使しない人々の人権が蔑ろにされている。確かに人権
概念は普遍性を有するが、同時に相対性も有しているのである。この矛盾
の統一体として理解する術がないために、2014年香港現象を人権弾圧と
いう一面のみで捉えてしまっているのではないか。
　そもそも人権概念は国際法において各種の人権条約の中に存在するだけ
でなく、各国の憲法の中にも存在している。これは人権という概念に照ら
せば普遍性を有することの証左である。しかし同時に、普遍性を貫徹して
1つの人権条項に集約できない相対性を有することの証左でもあるのだ。
いわば普遍主義的な正解を精練する各国の憲法の中の人権の存在と、価値
相対主義な正解を求める国際法の中の人権の存在が上手く相補する状態に
あることが、人権を最大限に保障することになる。この状態は、一度解消
したら不可逆的な性質をもつストレスを適度に抱える程度の環境であり、
人権概念をめぐる変態的なストレスを互いに蓄積し合う関係がこの環境を
支えると私は考える。
　この考えに照らせば、上で述べた人権を行使する側の人々の人権保障を
最優先にすべき必要は低くなる。日本人である私たちにとって自明である
「示威の自由」について、現代中国法あるいは一国二制度下の香港法に照
らして「反論」を加えて再評価しておくことにしよう。ここではCNKI12
の学術データベースを利用して反論を加える。
　CNKIが蓄積する学術データベースから関連する情報をリサーチし分析
すると、現代中国法における「示威の自由」は「遊行示威の自由 freedom 
of demonstration」に含まれる権利として規定されていると言える。そして、
この遊行示威の自由は、1989年10月31日に全国人民代表大会常務委員会
が公布した「集会示威法」13で具体的に規定していることが分かる。同法
は1979年初めから起草にとりかかり、現行憲法である82年憲法が公布さ
れた後公安部を中心に引き続き起草作業を継続。その後、北京や上海など
17の省や市において地方性法規を制定し、試験運用した後に同法を公布
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した14。ちなみに、中国語における「遊行示威」のうち「遊行」とは喜び
や嬉しさの感情または憤激の気持ちを示すのに対して、「示威」とは国民
の抗議または政府と相違する立場を示すのに用いられる。つまり、前者は
パレード（行進）の意味であり、後者はデモ行進（示威）の意味である。
　中国憲法が規定する「示威の自由」について確認しておくと、82年憲
法が規定する前に78年憲法45条において規定していた。78年憲法45条が
規定した示威の自由の内容のうち「大鳴、大放、大弁論、大字報」の権利
は、少数エリートによる言論の自由ではなく大衆による言論の自由を、ま
た旧慣習を捨てて思想を解放すること、一部の中で弁論するのではなく大
衆の中で弁論すること、そして壁新聞による表現の自由をすすめるという
立法趣旨に則ったものであったという。しかし、この後段の部分（四大に
当たる部分）については積極的な作用を生まなかったことが文化大革命の
10年で証明されたとして削除され、82年憲法35条に至っている（ストラ
イキの権利も削除された）15。
　留意すべきは、「民主化」16の推進が現代中国において大きな流れとな
る中で、国家社会の転覆による混乱を顧みない危険な言動（見方を変えれ
ば、共産党政権の終焉と資本主義国家の建設）が顕在化したことをうけて、
例えば1987年1月に「法制教育を強化して安定団結を維持することに関す
る決定」17などを公布して、「示威の自由」に対して一定の制約を課して
きた現代中国の歴史あるいは文化的背景である。この決定の（3）におい
て次のことを確認している。すなわち、憲法および刑法の関係する条項す
なわち示威の自由を公民が行使する場合に国家、社会ないし集団の利益並
びにその他の公民の合法な自由および権利を損なってはならないこと。国
家は社会秩序を維持し、反逆およびその他の反革命活動を鎮圧し、社会治
安を損なうか、社会主義経済を破壊するあるいはその他の犯罪活動を取り
締まり、犯罪者を処罰、更生させること。さらに何人にも、どんな手段を
用いた社会秩序のかく乱行為も禁止することを確認しているのである。
　したがって、中国憲法が規定する示威の自由にかかわる自由とその統制
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の均衡点を示したのが集会示威法であると言える。同法は中国国民が示威
の自由を行使することを各級人民政府が保障する（3条）。同時に、示威の
自由を行使する国民には憲法および法律の遵守のほか、憲法が定める基本
原則に反対しないこと、国家、社会および集団の利益並びにその他の公民
の合法な自由および権利を損なわないことを言明する（4条）。また、示威
の自由の行使を許可制とすること（7条）。尚、不許可の決定に不服である
ときは、3日以内に現地の人民政府へ不服申立てを行い、現地の人民政府
が3日以内に申立てに対する決定を行うことになっている（13条）。
　日本法における示威の自由と異なる点は、国民が居住地以外の地域にお
ける示威の自由の行使に参加してはならないとする点である（15条）。そ
の一方で、日本法のそれと同様の点は、平和裏に示威の自由が行使され、
社会秩序を維持するために警察職員が派遣されること（18条）、示威の自
由を行使するときに何人も暴力、脅迫あるいはその他の不法な手段で混乱、
衝突および破壊を行なってはならないこと（19条）。さらに、示威の自由
の行使が治安管理法規18に違反してはならないこと、また犯罪活動や扇動
行為でないこと（26条）であるのを確認できる。
　余談であるが、外国人が現代中国において示威の自由を行使する場合も
同法が適用される。外国人が内国人すなわち中国国民が行なう示威の自由
の行使に参加する場合は主管機関の許可が必要である（34条）。国務院が
1992年5月12日に承認した「中華人民共和国集会遊行示威法実施条例」（公
安部所管）において、外国人が中国国内で中国国民が行う示威の自由の行
使に対する参加を求める場合は、主催者が申請書の中で明記しなければな
らないとさえ規定している（30条）。したがって、主催者側が申請をしな
かった場合は外国人による違法な参加と推定されるだけでなく、示威の自
由の違法な行使として判断されても一概に弾圧であるとは言えない。つま
り、故意であろうと過失であろうと、主催者が外国人の参加について申請
しないこと、あるいは監督当局がその事実を把握していなかったことが、
示威の自由の行使を制止する口実になるというのが中国における示威の自
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由の制約要件なのである。
　このように反論を加えて示威の自由を再構築すると、次の新たな自明の
普遍主義的な正解を示すことができる。「示威の自由」の日中比較に照ら
せば、日本法のそれが表現の自由の一つとなる一方で、現代中国法のそれ
は示威の自由そのものとして規定している。そして、いずれの示威の自由
もその社会を構成する人々の抗議または国家、社会ないし集団の立場と異
なる立場であることを表明する自由である点で共通している。しかしなが
ら、現代中国法におけるそれは、地域的な制約や手続き的な制約において
日本法のそれと比べて厳格であり、憲法が定める人権をすべての内国人が
いついかなる場合も享有する普遍性まで認めるものではない。
五、「示威の自由」の態様
　では、示威の自由についてその態様の日中比較という視点からもう一つ
の反論を加えてみよう。これも複眼（的）思考のプロセス②にあたるもの
である。本稿では、2015年8月30日の「安保法案反対国会前デモ」19を加
えてみることにする。
　安保法案反対国会前デモは、集団的自衛権の行使などの問題についての
法的対応を加えた安全保障関連法（平和維持法制）が2014年7月に衆議院
を通過し、参議院へ場所を移して審議が行われる中で反対する市民らが行
使した示威の自由の例である。このデモで注目を浴びたのが、ある政治学
者の「安倍首相は安保法制、国民の生命と安全のためと言っているが、こ
んなものは本当に嘘っぱち。まさに生来の詐欺師が誠実をかたどったもの
だ。安倍政権は国民の生命、安全なんて、これっぽっちも考えていない。」
「安倍に言いたい。お前は人間じゃない！ たたき斬ってやる！ 民主主義の
仕組みを使ってたたき斬ろう。」という発言である。そもそも言葉は強烈
な印象を与えるものだけ流布されがちになる傾向をもつ。事実、この政治
学者が発した「生来の詐欺師」や「たたき斬ってやる！」だけが独り歩き
して異様な集団現象が日本社会に生まれた。
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　そもそも示威の自由は、歴史的に振り返ればイギリスやフランスを中心
に、これら西欧各国の市民革命の中で勝ち取られてきた自由である。この
示威の自由が、二度の世界大戦後の1948年に「世界人権宣言 Universal 
Decraration of Human Rights （UDHR）」として、また1976年の「市民的及
び政治的権利に関する国際規約 the United Nations Covenant on Civil and 
Political Rights （CCPR、いわゆるB規約）」として精練されて、国際法が承
認する自由・人権だと説かれるようになった。確かに示威の自由は人類が
承認する自由・人権である。が、日本法における示威の自由の歴史を振り
返れば、明治維新後の法治国家として日本国を更新し、諸外国に日本国を
文明国として承認させるために各国の法制度や法理論を輸入する中で精練
してきたという歴史をもつ。このような日本法の「示威の自由」に普遍主
義的な正解を求めるとすれば、次のようなところになろう。
　個人の自由を前提に社会を調整するという自由主義と、権力の集中が暴
走を誘発するために権力を分散・抑制すべきという権力抑制理論から構成
される近代憲法の考え方を受容した明治憲法および現行憲法である日本国
憲法が規定する示威の自由は、権力が個人の自由を侵害する場合に、その
権力による侵害を公言できなければ権力の暴走を許すことになるために、
示威の自由を含む表現の自由として規定されたのである。ただし、明治憲
法のそれは「法律の範囲内」における自由しか認めていなかったために数々
の権力の暴走を防げなかった。私たちの社会にも個人の自由を侵害してき
た前科がある。それゆえに、この反省の上に立つ日本国憲法は表現の自由
を完璧な形で同21条において規定したのである20。
　日本国憲法21条は「集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自
由は、これを保障する。」と規定する。ここでは［1］国民だけが有する自
由とは規定していない。また、［2］その他一切の表現の自由と規定してい
る。「その他の一切の表現の自由」とは規定していないため、集会、結社
及び言論、出版の自由の水準まで到達することを要求していない。すなわ
ち、表現の自由「らしき」要素が含まれてさえすれば、その水準の高低に
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かかわらず「表現の自由」の対象になると解釈できる余地を残していると
言える。そして、［3］「公共の福祉に反しない限り」といった制約の文言
が規定されていない。したがって、現行憲法は文言上無制約の完璧な表現
の自由を承認していると理解できる。
　この完璧な形で規定されている表現の自由を、条文解釈を通じてコント
ロールし、社会に不要な混乱と浪費を生まないところに憲法学をはじめと
する法律学の魅力がある。例えば、［1］については外国人にも原則認めら
れると解釈されている。しかし、「マクリーン事件」21などから例外の存
在も確認される。マクリーン事件とは、日本に在留期間1年として入国し、
ベトナム反戦や出入国関連法案反対、日米安保条約反対などのデモや集会
に参加していたマクリーンの言動などを考慮して在留期間の更新を許可し
なかった処分を不服とし、その取り消しを求めて訴えた事件である。最高
裁判所は「権利の性質上、日本国民を対象としたものを除き、外国人にも
人権保障が及ぶ」という一般原則を示しながら、政治活動の自由について
は、日本の「政治的意思決定又はその実施に影響を及ぼす活動等外国人の
地位にかんがみこれを認めることが相当でないと解されるものを除き、そ
の保障が及ぶ」とし、在留期間の更新を許可しなかった外務大臣の処分を
合憲とした。
　また、［2］については「表現」の意味が議論されてきた。すなわち表現
の自由にいう「表現」とは、単に思想・信条の発表に限定されず、思想・
信条・意見・知識・事実・感情など個人の精神活動にかかわる一切の内容
の伝達に関する活動をいい、その伝達手段についても、言語・印刷物はも
ちろんのこと、音楽・映画・演劇・絵画・放送・パソコン通信・インター
ネットなど一切を含むと考えられている。さらに、［3］については、無制
約説のほか、表現行為が他者と関係することを前提とする以上、一定の内
在的な制約があるとする内在的制約説、日本国憲法13条の「公共の福祉」
による外在的制約を受けるとする外在的制約説などがある。要するに、完
璧な形で定めた表現の自由にについて解釈を通じて統制し、社会に不要な
229
御手洗　示威の自由に関する日中比較と日本人の課題
混乱を生ませないように先人たちの英知が蓄積されて今日の運用に至って
いるのである。
　さて、上で紹介した発言についてである。以上の日本法における示威の
自由の理解に照らせば、これらの発言は人類が承認した表現の自由を人類
の一人として行使し、且つ現行憲法下の国民の一人として発言することに
よって自己統治の価値を確認したものである。しかしながら、これらの発
言が他者の人格を攻撃し、日本社会の品格を貶め、市民革命以前の特定の
階級や個人が独占していた自由の行使のように映らなくもない。また、表
現の自由を行使する人々の人権保障ではあるものの、それを行使しない
人々の人権が蔑ろにされているとも言えるのではないか。
　明治憲法下の表現の自由は、例えば不敬罪にあたる表現行為を禁止する
という意味で、「法律の範囲内」におけるそれを認めていた。その一方で、
現行憲法下の表現の自由は、文言上は完璧な形の自由を認め、条文解釈に
よる統制という事後的な対処を基本としている。この両者の違いは前者が
家父長主義（paternalism）による自由の行使を前提とする日本社会の形成
であり、後者が主権者一人一人の自覚による自由の行使を前提とする日本
社会の形成にあると私は考える。そうすると、安保法案反対国会前デモに
おける発言は、自由主義と権力抑制理論に基づく権力の暴走を防ぐ最強の
盾としての自由と、自由主義を最大限に活用して反権力という権力を行使
するという最強の矛としての自由という矛盾の統一体としての表現の自由
が顕在化したものであると言える。
　このような反論を加えて表現の自由を再構築すると、次のような自明の
相対主義的な正解を示すことができよう。安保法案反対国会前デモにおけ
る示威の自由を含む表現の自由に照らせば、日本法のそれが本来の効力を
発揮するために高い知性と一人一人の国民がこの盾と矛を使いこなす熟練
度を高め続ける責任を課すと言える一方で、現代中国法のそれは、明治憲
法下の「法律の範囲内」におけるそれと似通っている。そして、いずれの
社会であれ、人権を享有する人々が保持する適応力や責任感の水準の違い
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が自由の態様を日々変態させていく自覚、これが普遍主義的な正解との相
補関係を支える根本の構造なのである。蛇足となるが、敢えて指摘してお
こう。安保法案反対国会前デモの諸発言は、2014年香港現象を表現の自
由の行使として評価する言動とは別の意味で現行憲法が言明した完璧な表
現の自由という流れを堰き止めただけでなく、逆流を促す大きな転換点を
埋め込んだのではないか。
六、香港的「示威の自由」の成否
　最後に、香港は香港だという反論すなわち一国二制度下の「示威の自由」
は現代中国法下のそれとは異なるという指摘について検討しておくことに
する。このような反論の背景に、例えばイギリス統治下の香港においては
B規約が通用していたが、返還された後は通用しなくなっているという、
まさに人々の適応力や責任感の水準を故意に低下させる言動が含まれてい
るからである。結論から言えば、これらの反論は事実を捻じ曲げ、道理を
引っ込めさせようとする詭弁である。香港的「示威の自由」は現代中国法
のそれにすぎない。
　一国二制度下の示威の自由が、香港特別行政区基本法によって、現代中
国社会と比べて高度な自治を認められているという出発点から紐解いてい
くことにしよう。まず、香港特別行政区基本法は、香港特別行政区が成立
した後も、同法に抵触するか又は香港立法会が改正するものを除き、成立
以前から存在する既存の法令（普通法、衡平法、条例、付属立法および慣
習法）を維持すると言明している（8条）。それゆえに、香港特別行政区に
おいて施行される法令は同法および従前の法令ならびに香港立法会が制定
する法律であると説明される。留意すべきは、これは「香港特別行政区の
憲法」22のように憲法類として位置づけるところから派生して、香港特別
行政区基本法を一国の憲法のように扱う言動にある。
　そもそも憲法は、一国の法令を統べる頂点に位置する法である。簡単に
言えば、一国一憲法が原理的に承認される。そのため、仮に一国に二つの
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憲法が存在するとすれば、それは一国として最早把握できないことになる。
論理的に言えば、香港特別行政区基本法を憲法類に属させる段階でその内
部において既に上位法と下位法という上下関係が存在していることにな
る。つまり、香港特別行政区基本法は、あくまで現代中国法の頂点に位置
する82年憲法の枠組みの下、一国二制度という論理によって下位法とし
て位置づけられるのである。香港は香港だという反論は、まずこの枠組み
を前提とした反論である必要がある。この枠組みを前提としない反論は現
行の憲政を否定する文脈を含まざるを得ないし、このことを意識して表現
の自由を行使しない人々も存在していることを無視していることになる。
　次に、示威の自由についても香港特別行政区基本法は規定している（27
条）。一国二制度ないし香港法（一部は現行憲法も含めた全体の法体系）
における示威の自由に関する先行研究を一覧すると、次のことが言える23。
全体の傾向としては7割程度の先行研究が一国二制度の枠組みの中での示
威の自由の行使を肯定している。その他の先行研究においては、例えば「ア
メリカの対香港政策」24の一環として分析するものや、2014年香港現象を
「占領運動」25であると評価して香港の民主化の行方を危惧するものがあ
る。ここではこれらの先行研究を詳細に検討する余裕はないため割愛する
が、一国二制度下の「示威の自由」に関する先行研究を分析した限り、
82年憲法の枠組みを超える別の憲法枠組みを前提とするものは皆無で
あったことを申し添えておきたい。学問分野に偏りが見られるとか、言論
統制の証拠などと批判されがちであるが、西洋かぶれの中国人であっても
法律学の魅力という普遍主義的な正解を求めながらも、それと同時に現代
中国における法と社会という相対主義的な正解も求めている点を垣間見る
ことができるからである。
　さて、2014年香港現象における示威の自由に対する先行研究に限って
整理しておくことにしよう。CNKIの学術データベースからダウンロード
可能な全てから言えることは、その多くが2014年香港現象における示威
の自由の行使を違法と判断し、一国二制度の枠組みにおける中国政府の統
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制を支持していることである。例えば曽（2015）26は、「Occupy Central（中
環を占拠せよ）」という示威が関係機関に対して示威行動の許可申請を行
わなかった違法なものと断じ、且つ発起人らがB規約25条の「国際基準」
に照らした普通選挙の実施を求めた論理自体も否定する。曽曰く、発起人
らは「国際基準」や「市民による指名」という虚実の言葉で香港の民衆を
誘導し、民意を扇動することを意図していたと指摘する。さらに、本稿で
も確認したように、中英共同声明も香港の普通選挙に関する規定を含んで
いなかったし、イギリス統治時代の香港でも普通選挙は実施されていな
かった事実27を踏まえると、香港特別行政区基本法に与えられた高度の自
治権が全国人民代表大会による授権すなわち現行憲法が根拠となっている
前提に従うべきであるとする。
　また、李（2014）28は、香港特別行政区基本法23条を根拠にした一国二
制度の崩壊可能性を示唆する。李曰く、全国人民代表大会が香港特別自治
区における実施を想定した国家安全法を制定することは同条の香港地域の
特殊事情を尊重するという立法趣旨に背くと警告すると同時に、中央政府
が大陸中国の刑事法の関連条文を直接に適用することも香港特別自治区の
自治を侵害することになると警告する。その一方で、B規約については全
国人民代表大会常務委員会がいまだ承認していない、すなわち批准してい
ないこと、およびイギリス統治時代の香港における適用について宗主国で
あるイギリス政府自体がB規約の規定内容と同等の内容をすでに適用して
いるため適用する必要はないと表明していること29を確認する。要するに、
イギリス統治下の香港でさえB規約は通用していなかったとする。
　香港は香港だという反論の一部が事実を捻じ曲げ、論理整合性を無視し
て扇動していることは明らかであろう。そうであるにもかかわらず彼・彼
女らが示威の自由を含む「表現の自由」を行使できるのは、西洋かぶれの
中国人だからである。では、その均衡点はどこにあるか。この指標こそが
「港人治港（香港人が香港を統治する）」なのではなかろうか。なぜならば、
この「港人治港」は、香港特別行政区基本法の規定する示威の自由が民主
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の旗の下に大陸中国に反抗する基地へと変節するならば介入しないわけに
はいかないという故・鄧小平の発言30以来の中国政府の要求と、香港は香
港だという香港の人々の要求とが、喧々諤々たる討議を経て、その熟議の
末に帰着した均衡点を示していると私には理解されるからである。
　結局のところ、2014年香港現象を肯定しても否定しても構わないのだ。
それは相対主義的な正解を求める中で各々が合理的な正解として導いた限
りという条件が付くけれども、この条件をクリアする限りいずれの評価も
強かさを有するものとなり、理想の相補関係へ近づいていくに違いない。
しかし、この議論の前提として法的論理の違いを理解しないままに先に進
めようとすることは、対決色を強めることにしかならない。そして、冷酷
に指摘せざるを得ないことは、いわば日本人のお面を被って（日本法の法
的論理を用いて）中国人のように振舞う（主権者である国民として様々な
自由を行使する）日本人がこの対決色を強めるための一翼を担っているこ
とである。日本人のお面を被った中国人が議論を先に進めることは愛国心
の反映であると理解できるが、外国人についてそのように理解されること
はない。これらの人々は日本社会では客寄せパンダ、現代中国では撒餌の
ような存在なのだ。その意味では、示威の自由をめぐる議論もまた混沌へ
と陥れようとする抵抗勢力の術中に陥っている。
七、終わりに
　本稿は示威の自由に関する日中比較という枠組みと2014年香港現象を
題材に論じてきた。
　まず、複眼（的）思考方法を用いて当該現象の背景を再検証し、民主化
＝1人1票の普通選挙という作られたイメージだけでない、多様な考え方
ないし価値観を前提とした「民主化」の理解が不可欠であることを明らか
にした。次に、日中両国の示威の自由を比較し、現代中国のそれは地域的
な制約や手続き的な制約を多く含むものであるが、人々の抗議または国家
などと異なる立場であることを表明する自由である点で同質であることを
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確認した。また、示威の自由の行使態様について日本の最近の事例を題材
に検証し、現代日本のそれが法令の文言で定められることなく示威の自由
を行使する一人一人に対して高い知性と熟練度を要求する無言の制約が課
されていることを確認した。これらのことから、示威の自由を含めた人権
を享有する人々の適応力や責任感の水準の違いが行使態様に対する規制に
直接に反映するし、それぞれの社会のあり方を規律していると言える。
　そして最後に、香港的「示威の自由」なるものを否定して議論を進める
ことが混沌を回避することになる点を指摘した。香港のそれを現代日本の
それ、ひいては西欧型のそれとして理解することは、現時点の諸事実に基
づく限りその論理整合性を認めることが法的にはできない。ここに私たち
日本人の課題も見えてくる。
　2014年香港現象およびその後に関する研究において「無菌状態の培養
室」を作る必要はない。むしろ、雑菌状態の培養室に置く中で、一度解消
したら不可逆的で且つ変態的なストレスを大陸中国と香港の間の環境が実
現できるか否か、そして両者がお互いにこのような質をもつストレスを蓄
積し合う関係を構築できるかどうかについて考察すべきである。それが、
日本の現代中国法研究を中途半端な状態から脱却することになるし、無駄
なストレスを溜める環境を支える不思議な関係に終止符を打つことにな
る。
　さらに、日本人の脳裏に刷り込まれた「作られた現代中国のイメージ」
が現代中国の正視を妨げ、異論を完全否定することによって自らの正当化
に勤しむ、凡そ日本国憲法が求める主権者としての国民像とはかけ離れた
私たち自身の甘えに対する自省と、実害を感じない限りは「西洋かぶれの
中国人」的日本人になぜという問いを投げかけない「大人な対応」をどう
改めていくのかという、私たち自身の課題なのである。
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